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Ⅰ　はじめに

　近年，情報通信技術が急速に進展し，ソフトウェ
アの生産やネットワークの構築などを行う新たな
産業を生み出すとともに，オフィス立地，生産・
流通システム，雇用や労働形態など広範な分野に
大きな影響を与えている（箸本2000）．
　情報技術の進展は，インターネット関連産業を
生み出し，インターネット関連産業が1990年代後
半から東京，札幌，福岡などで成長し，特定の大
都市の内部に局所的に集積することが指摘された
（中澤・荒井2003）．
　一方，地方圏では，鹿住（1996）によると，労
働集約的な製造業の誘致によって，就業機会の確
保に努めてきた地域が多くあるが，現在こうした
地域は工場の海外移転に伴い空洞化が進んでい
る．しかしその一方で，出身地で働きたいという
地方圏出身者は増加しており，地方圏ではそうし
た雇用機会の創出が必要とされている．こうした
状況の中で，情報サービス産業1）は地方圏におけ
る新たな雇用の担い手として注目を集めてきた
（中澤・荒井2004）．情報サービス産業は，受注ソ
フト部門を中心として1980年代に急速な成長を
遂げる中で地方圏に展開していった（加藤1993，
1996）．1990年代に登場したインターネット関連
産業も，現在では地方圏に新たな集積を形成しつ
つあり，情報サービス産業の地方圏展開は新たな

局面を迎えている（中澤，荒井2003）．
　他方，情報技術の進展を背景として，1990年代
後半以降，新たな企業の誕生が盛んにみられ，日
本においてベンチャーブームが到来し，起業が注
目を集めた（山田1999）．ベンチャー企業の創業
者に注目した研究は，中澤・荒井（2004）が，特
に情報サービス産業における起業に注目し，創業
者の移動経歴を類型化し，創業者の移動経歴と起
業に関する事象やその後の経営状態との関係を分
析している．その流れを受けて，起業家や個人事
業者自らが選択した自宅近くの小規模オフィスで
業務を行う形態も増加している（北島2000）．こ
のようなオフィス形態は，SOHO2）と呼ばれてい
る．一般に，情報サービス産業は大都市に集積す
る傾向がある．しかし実際には，すべての創業者
が最も優位性の高い地域を選択した上で起業して
いるわけではない．合衆国ワシントン州を対象地
域としたHaug（1991）は，情報サービス企業が
起業する地域を決定する際に，創業者の自宅に近
い点や創業者の出身地である点を重視しているこ
とを示した．また，Moriset（2003）はリヨンに
おけるインターネット関連産業の立地要因を検討
し，同様の知見を得た．日本でも吉井・岩本（1992）
が，地方圏の情報サービス企業の創業者のほとん
どが地元の出身者であり，多くは東京大都市圏の
大企業の情報処理部門からのＵターン者などで占
められていることを明らかにしている．
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　このような研究の流れを受けて，本稿では，首
都圏の外縁に位置する山梨県甲府市とその周辺地
域のSOHO を研究対象として，その実態を明ら
かにすることにより，大都市に近接した地方圏に
おけるSOHOの地域的特色を明らかにしたい．
　以下では，まず，対象地域における情報サービ
ス産業の概観を表し，対象地域の中で選定した企
業に対して2006年5月に実施した聞き取り調査を
元に，同県のSOHO の概要を述べる（第Ⅱ章）．
さらに，いくつかの事例創業者をあげ，創業者の
ライフパスを詳述したい（第Ⅲ章）．

Ⅱ　対象地域における情報サービス産業の概観と

　　調査対象企業の概要

　前述したように，SOHO の定義は様々である
ため，ここでは便宜的に，NTTの「インターネッ
トタウンページ」において，SOHO の代表的な
業種であると考えられる3）「ソフトウェア業」と
「インターネット関連サービス業」のいずれかに
登録されている事業所を，第１図に表した4）．ソ

フトウェア業の企業とインターネット関連サービ
スの企業では，経営の内容に相違がみられるが（中
澤2002，中澤・荒井2003），両業種ともに，県庁
所在地の甲府市に集中して立地していることがわ
かる．ただし，インターネットタウンページに登
録されている事業所は，規模が大きいものから小
さいものまで含まれるため，本稿の対象とする「従
業員数10人以下程度」とは一致しない．そこで，
山梨県のSOHO 団体である「SOHO 山梨」を手
掛かりに，筆者が独自に調査企業（事業者）を選
定し，聞き取り調査を行った．
　創業者についての分析を行うのに先立ち，彼ら
が経営する企業の設立年や従業員規模について述
べたい．前述のように選定し，筆者が聞き取り調
査を実施した事業者（企業）は，第１表に掲げる
8人（社）である．
　被調査者は，山梨県の県庁所在地である甲府市
が中心で，主な事業内容を見ると，システム開発
や，パソコン関連の業種が多いことがわかる．こ
れらの業種は，近年急速に発展してきたものであ
る．現在の事業内容を有する会社の創業年を見て

第１図　甲府市および周辺地域における情報サービス産業の立地（2006年）
（NTTタウンページより作成）
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も，2000年以降に創業したものが多い．この創業
年と，創業者の年代を重ねると，創業時の年齢は
30代から40代に集中している．社員数は，全企業
が10人以下で，組織形態が個人の場合，ほとんど
が１人で事業を行っていることがわかる．
　被調査者の全員が，起業前に他社での勤務経験
があった．起業前の職種は，情報技術者が多く，
持っている技術を現在の仕事に生かしている人が
多いことがわかる．
　創業者の出身地については，結婚により北海道
から流入した１人を除いては，自分の出身地で現
在事業を行っている．しかし，それらの創業者全

員が，出身地である山梨県に居住し続けていたわ
けではない．進学や就職を機に出身地から離れ，
特に東京大都市圏の企業で勤務した後に，再び出
身地に帰ってくるという場合がほとんどである．
それらの創業者のライフパスについては，次章で
事例を挙げ，詳述する．

Ⅲ　ライフパスからみたSOHO創業者の地域特性

　本章では，創業者の出身地と現在企業を経営し
ている場所の関係を軸に，創業者のライフパスを
示し，ライフパスと起業に関する事象や現在の経

第１表　調査対象者の概要（2006年）

（聞き取り調査により作成）（－は不明を表す）

第２図　創業者の移動類型
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営状態との関係を分析することに主眼を置く．
　第２図に示した，創業者の高校卒業時の居住地
を出身地とし5），最終学歴修了時の居住地，修了
直後に就職した地域，そして現在の居住地および
就労地と，おおまかに時期を区分し，それぞれの
時期の居住地が，現在の居住地と同じ地域である
か，異なる地域であるか，によって移動類型を設
定した．その結果，創業者のライフパスを３つの
類型に区分した．
　第１の類型は，高校卒業時から最終学歴修了時，
初就職まで，一貫して現在の居住地に住み，そこ
で事業を行っているという「地元定着型」である．
　第２の類型は，最終学歴修了以降，再び出身地
である現在の居住地に戻ってきたという「Ｕター
ン型」である．この「Ｕターン型」はさらに２つ
に分けることができる．出身地（現在の居住地）
とは異なる大学等に進学し，卒業と同時に出身地
に戻り，出身地（現在の居住地）で初就職したと
いう「学卒Ｕターン型」と，最終学歴修了後に，
一旦出身地以外で就職した経験があり，就職後に
出身地（現在の居住地）に戻ってきたという「就
職後Ｕターン型」である．
　そして第３の類型は，出身地と現在の居住地（事
業を行っている地域）が異なるという「他地域か
らの流入型」である．
　調査対象とした８人の創業者に上述の基準をあ
てはめると，「地元定着型」にはＥ氏，「Ｕターン型」
にはＢ氏，Ｃ氏，Ｄ氏，Ｇ氏，Ｈ氏，「他地域流
入型」にはＦ氏が属する．以下では，３つの類型
について，５人の創業者の事例を取りあげ，詳細
に記述していく．

Ⅲ－１　地元定着型
　第３図に，Ｅ氏のライフパスを示した．Ｅ氏は，
山梨県塩山市で生まれ，その後家族と共に山梨市
に引っ越した．甲府市の学校を卒業後，山梨県内
の会社で，金属加工の職人として就職する．その
後，1990年代後半に独立し，山梨市の自宅で事業
を始めた．しかし数年後，義父が所有していた山
梨市内の土地に，自己所有の建物を建て，１階を

コンビニエンスストアに，２階を事務所にした．
　元々金属加工や事務用品卸売業をやっていた
が，趣味としてやっていたパソコン関係の修理・
印刷業を主な事業として始めることになった．
　また，Ｅ氏の会社の顧客の内訳は，山梨市内が
９割以上，その他の山梨県内が１割程度である．
山梨市内が多い理由として，山梨市内のケーブル
テレビでコマーシャルを流し始めたことが影響し
ているという．コマーシャルを見た人，さらにそ
の人の紹介で顧客が増えたと考えられる．
　過去にはホームページなどは外注していたが，

第３図　Ｅ氏のライフパス
（聞き取り調査により作成）　　　
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現在は自分で管理し，営業活動を行っているとい
う．今後は，山梨市駅前という立地を生かし，建
物の外壁に広告を設けるなどの事業も行っていき
たいと考えている．

Ⅲ－２　Ｕターン型　
　第４図に，Ｃ氏のライフパスを示した．Ｃ氏も
甲府市出身で，山梨県の大学に通った後，東京の
会社に就職した．その後，都内で転職し，たまた
ま大阪の知人に紹介され，大阪の会社に転職した．
その後，山梨の大学に在学中にアルバイトしてい

た時期に付き合いのあった甲府市内の会社に転職
し，甲府市内に戻ることになった．そして，2000
年に，その会社から独立するような形で，パソコ
ンサポートの事業を始めることになった．その際，
自宅でも仕事ができると考えたため，自宅に事務
所を構えた．
　また，Ｃ氏の会社の顧客の内訳は，甲府市内の
一般家庭や小規模な企業が９件，山梨市が３件，
埼玉県，長野県松本市，神奈川県が各１件となっ
ている．各顧客を得たきっかけは，甲府市や山梨
市の顧客は，趣味の友人からの紹介や市の団体を
通じて知り合った人が多く，埼玉県と松本市の顧
客は他の会社から請け負った仕事であり，神奈川
県の顧客はＣ氏の会社のホームページを見て連絡
してきたという．近くの顧客は友人・知人から紹
介されており，遠方の顧客はそれ以外のきっかけ
であることがわかる．
　第５図には，Ｈ氏のライフパスを示した．Ｈ氏
は高校までを甲府市で過ごし，大学は神奈川の大
学に進学した．大学卒業後，東京都の会社に就職
したが，自由に仕事ができる場を求め，数年で退
職する．また，長男であったこと，さらに都内で
比べ，地方都市のほうが事業経営の経費がかから
ない，などの理由により，出身地である甲府市に
戻り，会社設立の準備を始めた．そして，1991
年，甲府駅近くのマンションに事務所を借り，貿
易関係の会社を設立する．しかし，その会社はう
まく行かず，業種の変更を考えた．その当時，コ
ンピュータが急速に普及しており，さらに自身
が持っていた知識を生かすため，1995年に翻訳，
DTP6）などの事業に転換する．翻訳などの仕事
は，客相手の仕事ではなく，あえて高い賃貸料の
かかる事務所を借りる必要はなく，業種転換と同
時に，元々あった甲府市内の自宅の一室で事業を
始めた．
　Ｈ氏の現在の会社の顧客の内訳は，翻訳などの
仕事を頼む顧客が甲府市以外の山梨県内が２件，
東京都内が５件である．そのいずれもが，電話営
業で仕事を得たという．電話営業は６割方断られ
ると言うが，東京都内を中心に営業をしていると

第４図　Ｃ氏のライフパス
（聞き取り調査により作成）　　　
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いう．その理由として，売上高比にすると，山梨
県内が１割，東京都内が９割になり，都内の方が
単価が高く，また都内の方が翻訳などの仕事の需
要が多い．東京での就業経験が，現在の顧客に影
響しているわけではない．
　また，今後は九州にあるベンチャー企業と共同
で事業を行う予定もあり，取引先は全国に展開す
ることになる．以上のことからも，翻訳業などは，
顧客と対面で接触する必要がないため，顧客との
近接性は低いということがわかる．
　このＣ氏とＨ氏は共に，就職後に出身地である

現在の地域に帰ってきた「就職後Ｕターン型」で
ある．調査対象者の中では他に，Ｂ氏，Ｄ氏がそ
れに当てはまる．また，「学卒Ｕターン型」は，
Ｇ氏がそれに当てはまる．
　就職後Ｕターン型の創業者は，全員東京都での
就業経験があった．また，「Ｕターン型」の創業
者は，Ｃ氏やＧ氏のように，Ｕターンで現在の居
住地に戻ってきた後に，そこで企業で勤務した経
験がある場合や，Ｈ氏のように，Ｕターン後就職
せずに比較的すぐに起業した場合がある．

第５図　Ｈ氏のライフパス
（聞き取り調査により作成）　　　

第６図　Ｆ氏のライフパス
（聞き取り調査により作成）　　　
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Ⅲ－３　他地域流入型

　他地域流入型は，調査対象者の中ではＦ氏が当
てはまる．Ｆ氏の場合，結婚により現在の地域に
居住し，それ以前には出身地などで就業の経験が
あった．
　第６図に，Ｆ氏のライフパスを示した．Ｆ氏は，
北海道出身で，初めに北海道で就職した．その後，
海外に移住し働き，再び北海道に戻り働いた．そ
して，結婚を機に，夫の出身地である山梨県に移
住した．結婚後も派遣会社で働き，2003年にその
知識・技術を生かして独立した．山梨県の自宅で，
パソコン教室を開いたり，外部でパソコンのイン
ストラクターを行ったりしている．

Ⅳ　結び

　上記の調査をまとめると，次のような諸点が指
摘できる．
　Ｕターン型や他地域流入型の創業者でみられた
ように，東京都などの他地域での就業経験が，現
在の事業に影響を及ぼしているとは今回の調査か
らは言い難い．
　しかし，顧客の内訳をみると，現在事業を行っ
ている近辺の顧客は，プライベートで知り合った
ことをきっかけに取引が始まり，遠方の顧客は以
前の勤務先や取引先からの紹介をきっかけにして
いるケースも多かった．
　以上のように，甲府市および周辺地域のような
地方圏の創業者は，地元出身者が多いが，一度他
地域で就業し，技術面だけではなく，取引先など
のネットワークなどの資源を持って，地元で創業
するケースが多いことが特徴といえる．

［注］
１）中澤・荒井（2003）は特にインターネットと密接に関連する産業を総称して分析した．
２）SOHOに関しての正確な定義はなく，本稿では「個人もしくは少人数（10名以下程度）で，自宅ま
たは自宅近くの小規模なオフィスで，情報通信技術（情報通信ネットワークや情報通信機器）を活
用し，事業を行う人，またはオフィス」と定義する．

３）中澤・荒井（2004）は，ソフトウェア業とインターネット関連サービス業の商業者を「情報サービス産業」
として一括して分析している．

４）但し，インターネットタウンページの業種登録は自己申告であり，１つの企業が複数の業種の登録
している場合も多い．

５）本調査の対象者は全員，居住地と勤務地は同一の地域内であった．
６）書籍，新聞などの編集に際して行う割り付けなどの作業をコンピュータ上で行い，プリンターで出
力を行うこと．
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